
令和７年３月25日

厚生労働省 社会・援護局福祉基盤課

福祉人材確保対策室 吉田 昌司

外国人介護人材確保に関する最新の政策動向



1. 介護人材を取り巻く状況

2. 外国人介護人材の現状と今後の対応



令和5年5月26日経済財政諮問会議
加藤臨時議員提出資料
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第９期介護保険事業計画に基づく介護職員の必要数について

○ 第９期介護保険事業計画の介護サービス見込み量等に基づき、都道府県が推計した介護職員の必要数を集計すると、

・ 2026年度には約２４０万人（＋約２５万人（6.3 万人/ 年）） 

・ 2040年度には約２７２万人（＋約５７万人（3.2 万人/ 年））

 となった。 ※（）内は2022年度（約215万人）比

○ 国においては、①介護職員の処遇改善、②多様な人材の確保・育成、③離職防止・定着促進・生産性向上、

④介護職の魅力向上、⑤外国人材の受入環境整備など総合的な介護人材確保対策に取り組む。

注１）2022年度（令和４年度）の介護職員数約215万人は、「令和４年介護サービス施設・事業所調査」による。

注２）介護職員の必要数（約240万人・272万人）については、足下の介護職員数を約215万人として、市町村により第９期介護保険事業計画に位置付けられたサービス

見込み量（総合事業を含む）等に基づく都道府県による推計値を集計したもの。

注３）介護職員の必要数は、介護保険給付の対象となる介護サービス事業所、介護保険施設に従事する介護職員の必要数に、介護予防・日常生活支援総合事業のうち従前

の介護予防訪問介護等に相当するサービスに従事する介護職員の必要数を加えたもの。
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総合的な介護人材確保対策（主な取組）

①介護職員の
処遇改善

②多様な人材の
確保・育成

③離職防止
定着促進
生産性向上

④介護職の
魅力向上

⑤外国人材の
受入れ環境整備
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1. 介護人材を取り巻く状況

2. 外国人介護人材の現状と今後の対応



外 国 人 介 護 人 材 受 入 れ の 仕 組 み

【
特
定
活
動
（
Ｅ
Ｐ
Ａ
）
】

※【 】は在留資格

受入れ
の流れ

・家族（配偶者・子）の帯同が可能
・在留期間更新の回数制限なし

（注１）

〈就学コース〉

（フィリピン、ベトナム）

〈養成施設ルート〉〈実務経験ルート〉

【
技
能
実
習
】

本国での技能等の活用

【
介
護
】

【
特
定
技
能
１
号
】

【

留
学

】

制度
趣旨

特定技能１号
（Ｈ31 ．４／１～）

（注１）平成29年度より、養成施設卒業者も国家試験合格が必要となった。ただし、令和８年度までの卒業者には卒業後5年間の経過措置が設けられている。

（注２）４年間にわたりＥＰＡ介護福祉士候補者として就労・研修に適切に従事したと認められる者については、 「特定技能１号」への移行に当たり、技能試験及び日本語試験等を免除。

（注３）技能実習制度については、育成就労制度に見直す法案が令和６年６月14日に成立し、原則３年以内の施行となっている。

（３年以上）

技能実習
（H29 ．11 ／１～）

在留資格「介護」
（H29 ．９／１～）

EPA（経済連携協定）
（インドネシア・フィリピン・ベトナム）

外国人留学生
として入国

技能実習生等
として入国

介護福祉士国家試験

介護施設等で
就労・研修
（３年以上）

介護福祉士
養成施設

（２年以上）

介護福祉士候補者として入国

介護福祉士として業務従事

介護施設等で
就労・研修
（３年以上）

介護福祉士国家試験

介護福祉士
養成施設

（２年以上）

介護福祉士資格取得（登録）

帰国

実習実施者（介護施設等）の下で
実習（最大５年間）

※実習の各段階で技能評価試験を受検

受検（入国１年後）

受検（入国５年後）

受検（入国３年後）

技能水準・日本語能力水準
を試験等で確認し入国

帰国

介護施設等で就労
（通算５年間）

本国への技能移転
専門的・技術的分野の
外国人の受入れ

二国間の経済連携の強化
人手不足対応のための一定の専門性・

技能を有する外国人の受入れ

〈就労コース〉

介護福祉士として業務従事

介護福祉士資格取得（登録）

（注１）

（注２）

在留
者数

15,909人
（令和５年12月末時点）

12,227人
（令和６年12月末時点）

3,252人（うち資格取得者452人）
（令和７年３月１日時点）

44,367人
（令和６年12月末時点）

（注３）
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介 護 分 野 の 特 定 技 能 外 国 人 在 留 者 数 の 推 移

○ 介護分野の特定技能外国人在留者数は、受入を開始した2019年以降、継続して増加。

○ 直近の2024年11月末の在留者数は約４万４千人であり、過去最多となっている。

19 170 939
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5,155
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（出典）出入国在留管理庁公表データを元に厚生労働省社会・援護局福祉基盤課福祉人材確保対策室が作成。
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特定技能「介護技能評価試験」「介護日本語評価試験」の実施状況
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「 介 護 技 能 評 価 試 験 」 「 介 護 日 本 語 評 価 試 験 」 の 合 格 者 数 推 移

○ 「介護技能評価試験」「介護日本語評価試験」の累計合格者数は、両試験とも11万３千人以上となっている。

○ 令和４年度と令和５年度を比較すると、国内での合格者は微減である一方で、海外での合格者は約２倍となっている。

介護技能評価試験 介護日本語評価試験

累計合格者数：120,220人（平成31年４月～令和７年１月末までの実績・青字の合計）

（国内合格者数：40,722人、海外合格者数：79,498人）

累計合格者数：113,572人（平成31年４月～令和７年１月末までの実績・赤字の合計）

（国内合格者数：40,553人、海外合格者数：73,019人）

※１ 「介護技能評価試験等実施事業」実施者であるプロメトリック株式会社より令和７年２月末時点で提供されたデータを元に厚生労働省社会・援護局福祉基盤課福祉人材確保対策室が作成。

※２ 令和６年度の数値は令和６年４月～令和７年１月の実績。
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その他（β）

マレーシア

ロシア

キルギス

ブータン

ウズベキスタン

ラオス

韓国

台湾

バングラデシュ

インド

カンボジア

タイ

モンゴル

スリランカ

中国

ネパール

フィリピン

ベトナム

ミャンマー

インドネシア

介 護 の 特 定 技 能 外 国 人 の 国 籍

○ 介護の特定技能外国人の国籍をみると、インドネシアが最も多い。

○ 次いでミャンマー、ベトナム、フィリピン、ネパールの順となっており、EPA介護福祉士候補者を受入れている

３か国を含む、上位５か国で９割以上となっている。

○ 在留者数の多い国籍３か国について、令和５年12月末時点では、ベトナム国籍が最も多かったところ、令和６年12

月末時点でインドネシア、ミャンマー、ベトナムの順となった。

β 数値は出入国在留管理庁の公表資料のうち、令和６年12月末時点での特定技能在留外国人数を引用。

β その他は件数の少ない国籍をまとめたもの。具体的には米国、ブラジル、イタリア、スペイン、フランス、ペルー、カザフスタン、ドイツ、メキシコ、イスラエル、パキ
スタン、英国、ポーランド、ルーマニア、エジプト、ガーナ、カメルーン、ケニア、ナイジェリア、モロッコ、エルサルバドル、チリ、オーストラリア、グアテマラ、コロン
ビアが含まれている。

（出典）厚生労働省社会・援護局福祉基盤課福祉人材確保対策室 作成

（N＝44,367）
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527 
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0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000 6,000 7,000 8,000

未回答

その他（β５）

認知症対応型通所介護

通所リハビリテーション

地域密着型特定施設入居者生活介護

介護予防特定施設入居者生活介護

介護予防認知症対応型共同生活介護

看護小規模多機能型居宅介護

生活介護

介護医療院

短期入所生活介護

地域密着型通所介護（β４）

グループホーム（共同生活援助）（β３）

障害者支援施設（施設入所支援）

小規模多機能型居宅介護・介護予防小規模多機能型居宅介護

通所介護（β２）

介護老人保健施設

特定施設入居者生活介護

認知症対応型共同生活介護

病院

特別養護老人ホーム（β１）

介 護 の 特 定 技 能 外 国 人 の 受 入 施 設 ・ 事 業 所 の 類 型

○ 介護の特定技能外国人は、特別養護老人ホームで最も多く受け入れられている。

○ 次いで、病院、認知症対応型共同生活介護、特定施設入居者生活介護、介護老人保健施設の順で受け入れられており、

上位５施設・事業所で約７割となっている。

（注）数値は公益社団法人国際厚生事業団から提供された介護の特定技能協議会の入会申請状況から、厚生労働省が令和６年７月19日時点で編集したもの。複数回答可。
β１「特別養護老人ホーム」には指定介護老人福祉施設（地域密着型介護老人福祉施設）も含む。
β２「通所介護」には老人デイサービスセンターを含む。
β３「グループホーム（共同生活援助）」は外部サービス利用型を除く。
β４「地域密着型通所介護」には指定療養通所介護を含む。
β５「その他」は件数の少ない施設・事業の類型をまとめたもの。具体的には介護予防認知症対応型通所介護、救護施設、介護予防通所リハビリテーション、就労継続支援、

障害児入所施設、療養介護、介護予防短期入所生活介護、短期入所、診療所、第1号通所事業、放課後等デイサービス、原子爆弾被爆者養護ホーム、児童発達支援が含
まれている。

（出典）厚生労働省社会・援護局福祉基盤課福祉人材確保対策室 作成

（N＝21,886）
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海外からの外国人介護人材の戦略的な獲得に向けて（取組と課題の整理）

・将来にわたり必要な介護サービスを安心して受けられるよう、担い手を確保することは重要な課題。国内人材の確保等の

取組を講じてもなお人手不足は深刻化しており、外国人介護人材についても、質と量の両面を確保できるように取組を

強化していくことが必要。

・日本は、実態としてアジア諸国からの最大の受入れ国。全てのスキルレベルに産業と雇用があり、エントリーレベルの労

働者の育成にも一定の評価があるなど、今後の人材獲得に向けたポテンシャルを有する。

・介護分野では、介護保険制度の下で、他国に先駆けて質の高い介護サービスの提供環境が構築されるとともに、介護福祉

士を始めとする介護職員のキャリアパスを整備してきた。

・世界的な人材獲得競争の中で、こうした強みを活かしつつ、介護分野の人材確保を進めるため、海外現地への働きかけや

定着支援を、より戦略的に進めていく。

͍ʽṁ ꜡

͎ʽᾝ∕χ︡
ˢ͍ˣᵤᵰᾝ ϒχ ΦΤΪ

V 2024 ͏ὮⱲ πᵤᵰ12ϸ⁯ʺ ⁯ π♯ᾓϬם☼ʻЬарЫ˔σς ᾓּיΥẍ βϥ ӽχ♯ᾓᵓ ʾ ԌϬ

V άϦϘπᵒῐṪ ᴣ♯ᾓτὓ75,220 ʺᵒῐ ῎ ᴣ♯ᾓτὓ77,312 Υ›ᶊˢ2019 ͐Ὦ˙2024 ͍Ὦ♯ᾓם ˣ

̓ᵤᵰτΰΪθ χᵒῐτνΜοχPR
V χᵒῐ☼ π Ψᵰ⁯ ԌΥ╥ᴥΰοל τ ΠϥˮᵤᵰΰΪϷржϱрЈЬЗ˔˯Ϭ ͎ Τϣ10Τ⁯23ᵕᵫ℗ʻ

V ᵰ⁯ π ϤθΜ ϬϘρϛθˮJapan Care Worker Guide˯Ϭ͕ᾠ῎πְ֫ʻFacebookТϮрψ 11 ʻ

V πᶨ βϥᵰ⁯ ᵒῐ ∙ΥϯрНЂЍ˔ρΰοʺWEBʾSNSπ ʻ

̓ṑ⁯ῇχКАЕм˔ϼ  ˢ⁯∑ῡ ⱧỘ χ ꜛⱧỘˣ

V EPAῙ χṑ⁯ῇχКАЕм˔ϼϬ  βϥθϛχϱЦрЕϬם☼ʻ┌ ЦЕЗЭʺ₈ ϱрЖКЄϯʾТϰзСрʾЦЕЗЭπᵫ℗ʻ

̓ Ṫ ˮᵒῐṪ ᴣ♯ᾓ˯ˮᵒῐ ῎ ᴣ♯ᾓ˯χם☼

ˢ͎ˣ כ◦

V ᵒῐ ♅●⁯ᴪ♯ᾓχθϛχᶘ ễ∙Ϭ ᾠ῎τ ΰϳϴУЂϱЕ Ϭ αο ʺ⁯ᴪ♯ᾓ ├χ„℅Ϭᵫ℗

̓ᵒῐ ♅●⁯ᴪ♯ᾓτΰΪθᶘ כ◦

V ᵒῐ ♅●χⱢᶊ︡ τΤΤϥὊיϞЮрЌиХиІχϾϯχθϛτᵒῐⱧỘּכ◦ χ
V ᵒῐⱧỘּיΥeж˔ИрϽЄІГЭσςχ◦כБ˔иχ τ βϥ χ

̓ᵒῐ ∙Υ ΦϞβΜ ḕẽχ  כ◦
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海外からの外国人介護人材の戦略的な獲得に向けて（取組と課題の整理）

(1) 海外現地

への働きかけ

・経済発展や地域・対象層等に応じた募集アプローチが必要

̠ЦЕЗЭʾТϰзСрψ π βϥσςῬ Υ ʻЦЕЗЭπψ σς‰ ᴟτ βϥ

Ӫ꜡Υ‰ϘμοΜϥʻЬарЫ˔ψ τ σḕẽΤϣ ᴥἱΰʻϱрЖКЄϯϞϱрЖψ ῢ

ṛ Τϣ₈ῇχ Ϧᶈ Υṍ

・日本の介護分野での就労機会や日本の介護の考え方を知ってもらうこと等が必要。

特に新興国では、日本へ送出しルートの確立が課題

̠ ΰϬ Ξ Ộ ᵒⱧỘּיΥ σΜʺ χὊᾓ σς χᵕϤχ π“ ⁯Υ₮֒ήϦϥ

・介護技術や日本語について現地で入国前に学習できる環境が必要

̠ᶘ Ϟᶘ ṍḧʺ χϕΤʺễӾṐḩρχ ὀ Ϭ―

・やむを得ず帰国する場合でも、現地の介護産業で就労するなど活躍の場が確保されていれ

ば、日本での就労インセンティブとなる

・日本の介護技術を標準化し、アジア諸国で普及していくことが、帰国後の活躍の場や、

日本人職員の海外の介護施設への派遣にも繋がるのではないか ̞Ɫᶊχ ῀ Ϝᾁ ᴿ

(2) 定着支援 ・安心して働ける就労・生活環境の整備が重要˲ⱧỘּיʺḩἰ ʺ ꜛⱵ ˳

・介護現場の多様なキャリアパスを示すことや、介護福祉士国家試験の資格取得に向けた

試験対策・学習支援、国家試験を受験しやすい環境の整備が必要˲⁯ʺḩἰ ʺⱧỘּי˳

・受入れ側が外国人介護人材のイメージを持てるよう工夫が必要˲⁯ʺ Ộ ᵒⱧỘּי˳

̠︣ḧρЀІЕϬΤΪο Ϊ Ϧθᵤᵰ ∙ψ ΰϞβΜρχ ϜΚϥΥʺ τ Ϧם χ σΜ

ọ⁯χ ∙ψʺϱЮ˔ЅΥⱱκτΨΜἱΰ

引き続き、外国人介護人材の受入れに関わる有識者からご意見をいただくとともに、

海外現地での説明会の開催など戦略的な掘り起こしの強化、関係者のネットワーキングなど、

海外人材の獲得力の強化のための方策を検討する。

͏ʽ︠σᴿ ρ ᴂχ ΰ
̞ ͑ 12Ὦ20 ᵫ℗ˮᵤᵰΤϣχᵒῐ ∙χ Ϧχθϛχ ӪᾋῖḊᵓ˯Ϟיּ꜡ ͑ ὲ
ⱧỘ ỲⱧỘˮᵤᵰτΣΪϥᵰ⁯ ᵒῐ ∙ᶍ τḩβϥ ₰ᾆẕⱧỘ˯π ϣϦθ ᾋτṁξΦ
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「 厚 生 労 働 省 国 際 保 健 ビ ジ ョ ン 」 に つ い て ①
（ 令 和 ６ 年 ８ 月 2 6 日 厚 生 労 働 省 ） （ 外 国 人 介 護 人 材 関 係 抜 粋 ）

（P15）
４具体的取組
（４）インド太平洋健康戦略の構築
（４－２）循環型高齢者保健戦略：外国介護労働者政策・介護事業者国際展開支援
➀趣旨
高齢化は世界共通の課題であり、特に、これから本格的な高齢化に直面していくアジア諸国を中心に、持続可能な高齢者保健システム

の確立と強化が求められる。日本は世界に先駆けて、介護保険制度の下で質の高い介護サービスの提供体制を構築するとともに、介護福
祉士を始めとする介護職員のキャリアパスを作り上げてきた。足下では、将来にわたり必要な介護サービスを安心して受けられるよう、
担い手を確保することが重要な課題となっている。
アジア諸国との間で連携を強化し、高齢化に伴う諸課題に共に取り組むため、国際標準化機構（ISO）において介護の国際規格に関す

る検討が進められていることも一つの契機として活かしながら、高齢者保健分野に関する様々な国際的な議論に積極的に貢献することを
通じて、我が国の質の高い介護サービスや人材養成システム等に関する豊富な知見の共有を図る。こうした取組を通じて介護分野におけ
る日本の国際的な信頼を高めることにより、日本の介護を学びたいという外国人介護人材を増やし、国内における介護サービスの担い手
の確保につなげ、さらに、日本の介護を学んだ外国人介護人材が母国で日本の介護を紹介するといった、高齢者保健分野における好循環
を生み出すシステムを構築する。その中で、外国人介護人材の確保については、海外現地への働きかけや日本での定着支援に戦略的に取
り組むなど、質の確保と量の確保の両面から取組を強化する。

（P16）
②内容
（介護サービス等に関する知見の共有）
・ 現在、国際標準化機構（ISO）において介護の国際規格の策定に向けた検討が進められており、国内においても、学識者・関係団体
等から構成される民間の委員会等において議論が行われている。こうした議論をはじめ、高齢者保健分野に関して様々な枠組で行われ
る国際的な議論に積極的に貢献していくことを通じて、我が国の質の高い介護サービス等に関する知見の共有を図るとともに、認知症
ケアをはじめとした我が国の質の高い介護サービス等に対する国際的な理解につなげる。

・ また、高齢化が進行する中にあって、近年、我が国においては年齢階級別要介護認定率に低下傾向が見られることを踏まえ、このよ
うな傾向と、地域支援事業などを通じて我が国が進めてきた健康づくり・介護予防の取組等との関係性について、更なるエビデンスの
収集・整理を行いつつ、健康寿命の延伸と介護費用との関係性についても精査を行い、こうした知見も含めて海外に発信することによ
り、各国における活力ある健康長寿社会の実現に貢献する。

・ これらの取組を通じて、介護分野における日本の国際的な信頼を高め、我が国の介護を学びたいという外国人介護人材の受入れや、
国内の介護事業者の国際展開につなげることを目指す。
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「 厚 生 労 働 省 国 際 保 健 ビ ジ ョ ン 」 に つ い て ②
（ 令 和 ６ 年 ８ 月 2 6 日 厚 生 労 働 省 ） （ 外 国 人 介 護 人 材 関 係 抜 粋 ）

（P16～17）
（海外現地への働きかけの強化）
・ 政府機関、地方自治体、学識経験者、介護事業者等有識者の参画を得て、外国人介護人材の獲得力強化に関する包括的・戦略的な対
応の方向性を検討する。その際、各国の事情に応じて、日本への送出しルートを確立することとし、特に、送出しルートの確立が急務
であるインド等については、関係者のネットワーキングを進めつつ課題等を整理するなど、経済発展や地域・対象層等に応じた、アジ
ア諸国への募集アプローチを検討する。
※例えば、ベトナム・フィリピンは地方部で募集するなど工夫が必要であり、ミャンマーは日本に親和的な環境から増加傾向にある。ネパールやスリラ
ンカでも介護福祉士を目指す留学生や特定技能での受入れが見込まれるほか、インドネシアやインドは人口規模等から今後の受入れ拡大が期待される。

・ アジア諸国でのニーズ等を踏まえ、特定技能試験を順次拡充してきたところ、引き続き、試験地や試験会場について検討するととも
に、現地説明会を開催し介護分野の就労機会や日本の介護の考え方を積極的にPRするなど情報発信を強化する。

・ 外国人介護人材の確保のため、海外現地の教育機関等との関係構築・連携強化や、現地説明会による採用・広報活動など、海外展開
に積極的に取り組む介護事業者を支援する。また、JICAが実施するインドネシアにおける介護人材能力強化プロジェクトについて、
日本への送出し拡大も念頭に、厚生労働省から専門家を派遣し、公的訓練校での介護プログラム・教材の作成や、教員の育成を支援す
る。

・ 日本で働く外国人介護労働者の帰国後のネットワーク作りを進め、やむを得ず帰国した方が現地の介護産業で就労するなどの帰国後
に係るキャリアを見える化することで、日本での就労インセンティブに繋げていく。また、帰国後の活躍の場や日本人職員の海外の介
護施設への派遣にも繋がるよう、日本の介護技術を標準化してアジア諸国で普及する取組等の支援を検討するとともに、資格の相互承
認も含めた課題等を整理する。

（日本での定着支援の推進）
・ 外国人介護人材が日本で安心して働けるよう、受入事業者による就労・生活環境の整備を支援するとともに、多様な業務を経験し、
キャリアアップに繋がるようにすることで、日本で長期間就労する魅力の向上を図る。例えば、訪問系サービスへの従事に当たって受
入事業者にキャリアアップ計画の作成を求めることや、初任者研修、実務者研修を受講しやすい環境整備など、介護現場の多様なキャ
リアパスを示しつつ、キャリアアップできるよう取組を進める。また、技能実習制度等で来日する外国人が、マイナ保険証によるより
良い医療の提供などのメリットを早期に享受できるよう、監理団体などの関係機関による、入国後速やかなマイナンバーカードの取得
支援を徹底する。

・ 介護福祉士国家資格の取得に向けて、全国での試験対策講座の開催など学習支援を行う。また、国家試験を受験しやすい環境の整備
として、就労と学習の両立を図り、誰もがキャリアアップを目指すことができるよう、介護福祉士国家試験のパート合格の導入を検討
する。

・ 国内の介護事業者に対し、人材獲得のために積極的に海外展開を行う事業者の事例や、新興国からの外国人介護人材の受入れのイ
メージを持てるよう情報発信を行う。
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「 厚 生 労 働 省 国 際 保 健 ビ ジ ョ ン 」 に つ い て ③
（ 令 和 ６ 年 ８ 月 2 6 日 厚 生 労 働 省 ） （ 外 国 人 介 護 人 材 関 係 抜 粋 ）

（P18）
➂開始時期、設置場所等
・ 介護の国際規格については、既に国内の有識者委員会にオブザーバーとして参加しており、引き続き関係機関とも連携しつつ、議論
に関与していく。

・ 介護予防の取組等の成果については、2024年度も引き続き調査研究を行う。
・ 有識者による外国人介護人材の獲得力強化に関する対応の方向性については、2024年度中に検討を開始する。
・ 介護福祉士国家試験のパート合格については、その導入に向けて有識者検討会を開催しており、2024年夏頃を目途に取りまとめを
行う。
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ᶷḀᶷ ᶱ ᶟᶹḻḑ ╓ᶊᵩᵰᶪ═ ᴴ ᶍ ᶍ

═ ᶍᶹḻḘᶻḻḑᴴᶷᶻḐḘᶻḻḑ ᶗᶍ ᶉ ᶱ ᵷᶅᴲᶷḀᶷ ᶱᶎᵷᶠᶇᵸᶪᶹḻḑ ╓ᶊᵩᵰᶪ
ᶣᴲ ᵫ ᶍ═ ᴴ ᶍ ᴴ ᶉᶪᶹḖḡᴻ᷿ḯḻᶊᶃᶉᵱᶅᵣᵮᴳ

JAPANWORLD ═ ᴴ ᶍ

═ ᶍ
ᶍ

═ ᴴ ᶍ
ᶷᶻḐḘᶻḻḑ

ᶹḻḘᶻḻḑ

═ ᶍ╔

═ ᶍᶹḻḘᶻḻḑᴴᶷᶻḐḘᶻḻḑ

ᶍ ᶍ ᶱ ᵶᵾ ᶗᶍ ᵬᵪᵰᶍ טּ

ᶷḀᶷ ᶱ ᶠᶇᵸᶪᶹḻḑ ╓ᶊᵩᵰᶪ═ ᶍ ᶣ ᶍ ᶊ ᵸᶪ ═ ᶍ╔ ᶱ

ᶍ ֩ᶹḻḘᶻḻḑ֪ᶣ═ ᴴ═ ᶍ ֩ᶷᶻḐḘᶻḻḑ֪ᶱ

ü ╔ ᶇᶍ ᶉᶈטּ ᵪᶨᶍ ᶍ ᶊ ᶉ ᶍ ⱱ
  ü ᵪᶨ ᵶᵾ ᶍḕḋḐḷᴻ᷄ ᶍ

ü ERIA ᶗᶍ ᶊᶧᶪ ᶱ ᵶᵾᴲ ᶍ ═ ᶗᶍ ᶫḪḏḳ ă֩ ᶍ֪ᵾᶠᶍ
2֩0 ֪ ᶍ ă֪֩ ᶍ═ ╢ᶣ ᶍ ᶫ ᶍ ᶉḁ᷂ᴻḨᶍ ᶡ

ü ═ ᶍ ᶊ ᵸᶪ═ ᶹḻḘᶻḻḑ֩ ᶱ ᶊ ᵸᶪ ᶊ ᵸᶪ ᶉ═ ᶍ ֪ɵ

ü ═ ᶊᵩᵰᶪ═ ᶍ ᴲ ᶍ ᶫ ᶍ ᶱ
ü ᶱ ᶇᵶᶅᴲ═ ᶍ ᶣ ᶍ ᵰ ᶫᶱ ᵷᴲ═ ᶍ ᶱ
ü ᴴ ᶊᵩᵰᶪḓᴻḂᶱ ᶝᵧᵾ═ ᶍ ᶍᵾᶠᶍטּ ᶱ
ü ᶊᵩᵰᶪ ᶱ ᵶᵾ═ ᴴ═ ᶍ ᶱ
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外 国 人 介 護 人 材 確 保 の 関 連 予 算 事 業

対象の主な在留資格 事業名 事業内容（令和６年度）

EPA介護福祉士・介護福祉士候補者への支援

EPA １．外国人介護福祉士就労研修導入・指導事業 就労前の「介護導入研修」や受入施設への巡回訪問、就労・研修に係る相談・助言等を実施

EPA ２．外国人介護福祉士候補者学習支援事業
就労・研修に必要な専門知識等を学ぶ集合研修、介護分野の専門知識に関する通信添削指導、
資格を取得できず帰国した者の母国での再チャレンジ支援等を実施

EPA ３．外国人介護福祉士候補者受入施設学習支援事業
受入施設が行う就労中の介護福祉士候補者の日本語学習や介護分野の専門的知識の学習、学
習環境の整備、また、喀痰吸引等研修の受講費用、研修を担当する者の活動に要する費用等
を補助 β障害者施設は「障害者施設等の外国人介護福祉士候補者受入施設学習支援事業」で実施

民間団体等による外国人介護人材受入環境整備等（補助事業）

特定技能 ４－１．介護技能評価試験等実施事業
特定技能１号外国人の送り出し国及び日本国内において、介護技能評価試験及び介護日本語
評価試験を実施

介護・EPA・技能実
習・特定技能・留学等

４－２．介護の日本語学習支援等事業
外国人介護人材が、介護の日本語学習を自律的に行うための環境整備を目的に、介護の日本
語WEBコンテンツの開発・運用や介護の日本語等に関する学習教材の作成、技能実習指導員
を対象にした講習会の開催、介護福祉士国家試験対策向けの講座の開催等を実施

介護・EPA・技能実
習・特定技能・留学等

４－３．外国人介護人材受入・定着支援等事業

・外国人介護人材の介護業務の悩み等に関する相談支援の実施や、外国人介護職員の交流会
の開催支援、特定技能外国人等の受入施設への巡回訪問等を実施
・海外において日本の介護をＰＲし、就労を希望する特定技能１号外国人を確保することを
目的に、現地説明会の開催やWEB・SNSを利用した情報発信を実施

都道府県等による外国人介護人材受入環境整備等（地域医療介護総合確保基金事業等）

留学 ５－１．外国人留学生への奨学金の給付等に係る支援事業 留学生に対して奨学金の給付等の支援を行う介護施設等に対し、当該支援に係る経費を助成

留学・特定技能 等
５－２．外国人留学生及び１号特定技能外国人のマッチン

グ支援事業
マッチング支援団体が送り出し国において特定技能就労希望者等に関する情報収集を行うと
ともに、現地（海外）での合同説明会の開催等のマッチング支援を実施

技能実習・特定技
能・留学 等

６．介護福祉士修学資金等貸付事業
介護福祉士養成施設に通う学生に対して修学資金の貸付を実施。５年間、福祉・介護の仕事
に継続して従事した者には借り受けた修学資金等の返済を全額免除する。

介護・EPA・技能実
習・特定技能・留学等

７．外国人介護人材受入施設等環境整備事業
日本人職員、外国人介護職員、利用者等の相互間のコミュニケーション支援、外国人介護人
材の資格取得支援や生活支援の体制強化、介護福祉士養成施設における留学生への教育・指
導の質の向上に資する取組等に対する費用を助成

介護・EPA・技能実
習・特定技能・留学等

８．外国人介護人材研修支援事業
地域の介護施設等で就労する外国人介護人材の介護技能を向上するため、集合研修や研修講
師の養成、外国人の技術指導等を行う職員を対象にした研修等を実施

介護・EPA・技能実
習・特定技能・留学等

９．外国人介護人材獲得強化事業
外国人介護人材定着促進事業

外国人介護人材の確保のため、海外現地の学校との連携を強化するなど、現地での人材確保
に資する取組を行う事業所等に対して支援を行う。また、外国人介護人材が介護現場で円滑
に就労・定着できるよう、受入事業所等に対して、外国人介護人材の活躍に資するツール等
を導入し、それが有効活用されるように環境を整備すること等を支援する。

受

入

学

定

定入

学 定

学

学

学

入 定

入

入

受

受学

＝入国支援

＝受入環境整備

＝定着支援

＝学習支援

凡
例

入

学 定

学

入 定

受学
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１  事 業 の 目 的

外国人介護人材受入・定着支援等事業

ểḰ ṕ WEB やSNS を含むṖ

 ➢介護分野の特定技能外国人の送り出し国や介護の就労希望者等に対し、日本の介護に関する情報等を広く発信する。
➢広報媒体やWEBサイト、SNS等を利用して、介護の就労希望者等に対し、効果的な情報発信を行う。

ỄḰ

➢外国人介護人材の介護業務の悩み等に関する相談支援を実施するため、電話・メール・SNS等により、

適切に助言及び情報提供等ができる体制を整備。必要に応じて対面による支援を実施。

ễḰể
 ➢介護分野の１号特定技能外国人の受入施設への巡回訪問を実施し、当該外国人の雇用に関する状況や介護サービスの提供状況、当該
  外国人への支援の状況等の受入実態を把握するとともに、必要に応じて当該外国人や受入施設職員等へ助言を行う。 など

ỆḰ
➢協議会等の開催支援、開催の周知、協議会等の入会、協議会等構成員名簿の作成・管理、協議会会員向け

の情報発信等の業務支援を行う。

➢介護現場で就労中の外国人介護職員や介護に関心のある外国人を対象に、介護業務等に関する悩み相談や
近隣地域で就労する外国人介護人材の交流等の機会づくりの支援等を行う。

 
( )

２  事 業 の 概 要 ・ ス キ ー ム

○ 本事業は、

・国内や海外において日本の介護をＰＲすること等により、

・介護分野における１号特定技能外国人として日本の介護現場において就労を希望する人材の受入れを促進するとともに、

・外国人介護人材の介護業務の悩み等に関する相談支援や、

・介護分野における１号特定技能外国人の受入施設等への巡回訪問等を実施することで、

外国人介護人材が国内の介護現場において円滑に就労・定着できるようにすることを目的とする。

令和７年度当初予算案 生活困窮者就労準備支援事業費等補助金 ５.９億円の内数
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海外に向けた日本の介護についてのＰＲ

海外向けのオンライン／現地説明会の開催

実施国
実施日

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年 令和６年

インドネシア 令和２年11月26日 令和３年10月27日 令和４年11月10日 令和6年１月10日 令和7年1月8日

モンゴル 令和２年12月16日 令和３年10月30日 ー ー ー

カンボジア 令和２年12月20日 令和４年１月21日 ー 令和５年12月4日 ー

ミャンマー 令和３年１月19日 ー ー ー ー

フィリピン 令和３年１月20日 令和３年11月27日 令和５年11月25日 令和5年11月22日 令和6年8月27日

ネパール 令和３年２月５日 ー ー 令和６年２月８日 ー

タイ ー 令和３年12月20日 令和５年2月15日 ー ー

ベトナム ー 令和３年11月10日 令和４年10月5日 令和5年9月27日 令和6年10月10日

スリランカ ー 令和４年１月11日 ー ー 令和6年11月

バングラデシュ ー ー 令和５年3月2日 ー 令和7年1月

インド ー ー ー ー 令和6年10月/11月

○ 実際に日本の介護施設で働く外国人の方が介護業務や日本の生活についての紹介、日本語学習に関する紹介などのプログラムを提供

○ 令和２年から11か国で延べ40回開催

〇 令和６年度は、インド6都市10回（デリー/ゴウハティ/ベンガルール/コチ/チェンナイ）、スリランカ1都市2回（コロンボ）、
バングラデシュ2都市2回（ダッカ、マイメイシン）で、計14会場で集合形式で実施

〇「海外PR/Promotion of Kaigo」国際厚生事業団ホームページ：https://jicwels.or.jp/fcw/?page_id=18945
〇 国際厚生事業団 YouTubeチャンネル： https://www.youtube.com/@jicwels5396
○「Japan Care Worker Guide」ホームページ：https://japancwg.com/

○ Japan Care Worker Guide Youtubeチャンネル：https://www.youtube.com/channel/UCkYaJOlEX05Ni9Yu96Wr_ew

日本の介護に関するPR動画の作成及び周知

○ 令和6年度は、2種類のイメージ動画を作成して、各説明
会の投影だけではなく、SNSを活用して海外に向けて配信

海外PR
Promotion of Kaigo

国際厚生事業団 
YouTubeチャンネル

Japan Care 
Worker Guide

Japan Care Worker Guide 
Youtubeチャンネル
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海外に向けた日本の介護についてのＰＲ

令和6年度 海外向けオンライン説明会の様子

＜フィリピン＞

＜ベトナム＞

＜インドネシア＞

ライブ配信の様子 現地配信先の様子 アンバサダー出演の様子
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Japan Care Worker Guide について

「Japan Care Worker Guide 」の運営

○ 11言語に対応
英語 インドネシア語 クメール語 ネパール語 ミャンマー語
モンゴル語 タイ語 ベトナム語 タガログ語 ヒンディー語 日本語
※令和6年度内にタカログ語、ヒンディー語を追加

○ 各国出身の外国人や一緒に働く施設の日本人スタッ
フにインタビューした記事等を掲載するなど、外国人
の目線で知りたい情報をまとめたコンテンツを掲載

○ SNSファンは約14万人

〇 介護現場で活躍する外国人の皆さんにご
登場いただき、介護福祉士の国家資格に興味
がある皆様に向け、介護福祉士国家資格や国
家試験について、様々な情報を提供。
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ểḰ WEB
➢外国人介護人材が介護の日本語学習を自律的かつ計画的に行うことができるようにするためのWEBコンテンツの開発・運用等を行う。
➢WEBコンテンツの活用状況（学習進捗状況や学習時間等）を適切に管理し、学習効果の分析を行う。

ỄḰ
➢外国人介護人材が介護現場において円滑に就労できるよう、介護の日本語等に関する学習教材を作成する。
また、教材は海外でも活用できるよう複数の国の言語に翻訳する。

➢自治体がオンライン研修を実施する場合に活用できる動画教材や、オンライン研修の実施における留意点等をまとめたマニュアルを作成。

ễḰ
➢技能実習生を円滑に受入れることができるよう、技能実習指導員を対象にした講習会を開催する。
➢外国人介護人材の日本語学習を効果的に支援するための知識・技術を修得させるための講習会を開催する。

ỆḰ
➢外国人介護人材の介護福祉士資格の取得を促進するため、国家試験直前期、当該年度の国家試験受験予定である外国人介護人材に対して、
講義（座学・録画放映）及び演習（模試・グループワーク）等を行う。

本事業は、外国人介護人材が、介護の日本語学習を自律的に行うための環境整備を推進するための支援等を行うこと
により、外国人介護人材が国内の介護現場において円滑に就労・定着できるようにすることを目的とする。

WEB

Ẋ ṕ ṖẊ

＊13言語に翻訳済み

補助率 定額補助
実施主体 民間団体(公募による選定)

＊14言語に翻訳済み ＊13言語に翻訳済み ＊13言語に翻訳済み

４－２．介護の日本語学習支援等事業介護の日本語学習支援等事業
令和７年度当初予算案 生活困窮者就労準備支援事業費等補助金 5.9億円の内数
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介護の日本語WEB コンテンツ（にほんごをまなぼう）について

Ṅ
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介 護 の 日 本 語 W E Bコ ン テ ン ツ （ に ほ ん ご を ま な ぼ う ） に つ い て  

近年の機能追加

【事前テスト】
日本語学習コンテンツ利用開始に必要な習得レベルを確認する機能追加

【ホーム画面導線簡略化】
カテゴリー毎にタブ分けし、「日本の介護を伝える」カテゴリーに
難易度・タグによるコンテンツ検索機能追加

【カテゴリー追加】
「日本の介護を伝える」カテゴリーを追加し、介護及び日本語 

指導者向けコンテンツ（オンライン講習プログラム等）搭載
【簡易学習目標設定】

短期集中コース／コツコツコースの自動設定追加
【専門用語翻訳機能】

介護福祉専門用語、翻訳（日本語発声）機能追加
【デジタルインセンティブ機能】

継続学習促進、ドロップアウト対策として、
学習目標、ログイン履歴と連動した「季節の花育成ゲーム」搭載

【上位日本語学習コンテンツ追加】
「日本語を学ぶ」N2レベル学習に対応

【テキストのドリル化】
「外国人のための介護福祉士国家試験一問一答」のテキストのドリル化
「外国人のための介護福祉士専門用語集」のテキストのドリル化

・専門用語集の語彙理解
・専門用語集の用語の使い方の理解

【オペレーション言語の多言語化】
オペレーション言語を14言語に対応

令和7年1月 29



学 習 教 材 （ 外 国 人 向 け 各 種 テ キ ス ト ） の 作 成

英語 クメール語 ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ語 ネパール語 モンゴル語 ベンガル語 タガログ語 ウルドゥー語

ウズベク語 ビルマ語 ベトナム語  中国語 タイ語 ヒンディ語 日本語

ᵰ⁯ χθϛχ
ᵒῐ ♅ ῎

ᵰ⁯ χθϛχ
ᵒῐ ♅●⁯ᴪ♯ᾓ
ԁ ԁ

ᵒῐχ Ṫ ᴣ♯ᾓ
ᶘ ГϺІЕ ᵠ

※ 上記のテキストはすべて無料で利用可能であり、厚生労働省ホームページ等で公開している。
（掲載先）厚生労働省ホームページ：https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_28131.html

「特定技能」の「介護技能評価試験」「介
護日本語評価試験」の合格を目指して知識
を習得するための学習用テキスト
対応言語数：15か国（日本語を含む）

外国人の方が介護現場で働くとき
に使う、介護福祉分野の専門用語
を学ぶための教材

対応言語数：13か国

介護福祉士試験の合格を目指す
外国人の方向けの教材

対応言語数：14か国（日本語を
含む）

令和７年１月 30

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_28131.html


外 国 人 介 護 人 材 の た め の 国 家 資 格 取 得 支 援 講 座

１  事 業 の 目 的

○ 外国人介護人材の介護福祉士資格の取得を促進するため、 当該年度の国家試験受験予定である外国
人介護人材を対象とした国家試験対策に特化した講座（講義（座学・録画放映）及び演習（模試・グ
ループワーク）等）を開催。

○ 特に、
・ 「実務経験ルート」の受験者である技能実習・特定技能等の在留資格の外国人介護人材に対し
て学習機会を提供し、

・ 外国人介護人材の実態を把握することで、資格取得における課題を整理し、重点を絞った学習
教材を用い、講座を開催する。

２  事 業 の 概 要

開催場所：全国37都道府県（令和６年度実績）

実施方法：集合（都道府県開催のみ）及びオンライン

開催時期：令和6年9月～12月

対 象：以下をすべて満たす方
①日本語能力試験N３以上の外国人介護人材
②養成校卒業者もしくは実務者研修修了者（実務者研修修了予定者を含む）の国家試験受験
予定者

プログラム概要：基礎講義、各種国家試験模試、グループワークも含む計５回開催。
受講者の学習の深化を前提に「基本」、「導入」、「実践」の３段階のプログラム
構成

実施主体：公益社団法人 日本介護福祉士会

https://www.jaccw.or.jp/projects/kokusai

公益社団法人 日本介護福祉士会HP
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, 34.8%
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, 9.0%

, 4.5%

n=1,355

【事業目的】
○ 外国人介護人材の受入れを検討するにあたりコミュニケーションや文化・風習への配慮等に不安がある、また、外国人介護人材に学
習支援や生活支援ができる体制が不十分であるといった実態が介護施設等においてみられる。

○ こうした実態を踏まえ、本事業では、介護施設等の不安を和らげるとともに外国人介護人材が介護現場で円滑に就労・定着できるよ
うにするため、介護施設等において外国人介護人材を受け入れるための環境整備等にかかる費用の一部を助成する。

外国人介護人材受入施設等環境整備事業
※地域医療介護総合確保基金（介護従事者確保分）のメニュー

UFJ 30 10 1
30
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令和７年度当初予算案 地域医療介護総合確保基金（介護従事者確保分）97億円の内数 補助率  ：2/3
実施主体：都道府県
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国家資格試験合格に向けた学習支援や研修受講支援
○学習機会・時間の確保等による学習支援
・業務時間内で授業（外部講師）を実施（基本週１回）
・宿題を出し、添削は法人内の日本人職員がすることもある

○法人内での実務者研修等の実施と受講のフォローアップ
・外国人職員の授業の理解度はこまめにチェックしながらサポート
・全ての研修は日本語で実施。

メンタルヘルスケアなどの生活面の支援
○法人と外国人職員との調整役
・2か月に1回ほど外国人職員と面談
・法人や施設に言いにくいこと等の相談に対応

○介護技術やコミュニケーションスキルの向上
“最初は周りの職員から指示を受けて働いていたが、初任者研修を受けていただくことで自

分がやっている介護業務をより深く理解してもらえるため、普段の会議での発言からも、行動
に意味を持って働くことができている”（施設担当者）

○介護福祉士資格取得に向けた意欲の向上
“国家試験に合格し、子供を日本に連れてきて、日本で長く働きながら一緒に暮らしたい”

（外国人職員）

（ 参 考 ） 外 国 人 介 護 人 材 が 初 任 者 研 修 を 受 講 等 に よ り キ ャ リ ア ア ッ プ を 目 指 す 事 例
～ 有 限 会 社 ウ エ ハ ラ ： 年 次 ご と に カ リ キ ュ ラ ム を 組 み 立 て 、 介 護 福 祉 士 国 家 試 験 ま で の 学 習 を サ ポ ー ト ～
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○ 介護福祉士国家資格の取得を希望する特定技能の外国人介護職員に対し、年単位のカリキュラムを立て支援を実施。
○ 事業所のシステムとして日本語や国家試験対策の勉強を支援するとともに、初任者研修・喀痰吸引等研修・実務者研修を法
人内で実施し、受講させる仕組みを整備。

○ 施設内においては、業務時間内での授業の実施や添削指導によるフォローアップを実施するとともに、登録支援機関による
定期的な面談・相談受付を行うことによりメンタルヘルスケアを行っている。

入職

１年目～
２年目～

３年目～ 介護福祉士
国家試験

N３レベルを目指した日本語
の勉強をしながら、初任者研
修を受講。

N２レベルを目指した日本語
の勉強をしながら喀痰吸引等
研修および実務者研修を受講。

介護福祉士国家試験
対策の勉強

年次ごとにカリキュラムを組み立て、
介護福祉士国家試験までの学習をサポート

受験資格の取得

※ 当事例は、介護分野における特定技能協議会事務局が発行した「介護分野
における特定技能協議会メールマガジン第６号（令和5年7月31日発行）」に掲
載された内容を元に、厚生労働省社会・援護局福祉基盤課福祉人材確保対策室
が作成したもの。

“日本語があまりできないので、利用者さんと話す時、何をしてほしいか分から
ないことがあり悔しい”
“（研修は）介護の専門用語が出てきたり、法律の話もあるので少し難しい“

受入れ施設

登録支援機関

外国人職員（特定技能）

学習支援・生活支援等のサポート

介護技術等の向上（カリキュラムの例）

（サポートのイメージ）



（ 参 考 ） 外 国 人 介 護 人 材 が 初 任 者 研 修 を 受 講 等 に よ り キ ャ リ ア ア ッ プ を 目 指 す 事 例
～ 海 外 介 護 士 育 成 協 議 会 （ の ぞ み グ ル ー プ ） ： 監 理 団 体 と し て の 入 国 前 後 の シ ー ム レ ス な 教 育 支 援 の 実 施 ～
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○ 技能実習生の入国前に日本語のコミュニケーション能力を上げるため、160時間の介護研修を実施。
○ 入国後、２か月間の集団講習を実施。そのなかでコミュニケーション能力を高める日本語教育と、介護職
員初任者研修を実施。

○ さらに、就労開始後も個々の能力や希望に応じて、介護技能評価試験や介護福祉士国家試験に向けた対策
プログラムを提供している。

海外介護士育成協議会（のぞみグループ）の事例

入国前（海外現地）の介護導入研修 入国後（就労前）の集団講習 就労開始後（施設へ配属）の教育支援

介護技能実習生への入国前～入国後のシームレスな教育の実施により一定のレベルを担保

○ 自グループで作成したテキストを用いて
介護の日本語を学習支援を実施。

○ オリジナルデジタル教材を使用して、介
護福祉士国家資格を持つ日本人の介護教師
による日本語での介護の導入講習を実施。

○ 技能実習制度上定められた日本語学習及
び法定研修に加えて、自グループが作成し
たテキストを用いて、「初任者研修」に位
置付けられた集団講習を実施。

○ また、上記の講習に加え、介護現場での
需要が高い「普通救命救急講習」を実施する。

○ 就労しながら、介護福祉士受験に向けて
の学習ができるようオンラインを使用しサ
ポートをする「介護福祉士受験対策プログ
ラム」や「短期集中直前講習」を提供。

○ 実施に当たっては、目標設定や習熟度の
見える化等を行うことにより、実習生本人
及び施設が、学習状況等が分かりやすいよ
うに工夫している。

Ｎ３を目指した日本語学習と
１６０時間の介護研修

日本語学習、法定研修に加えて
初任者研修の実施

介護技能評価試験や介護福祉士国家試験
に向けた対策プログラムの提供



キャリアアップ計画の作成

現在のステップで求められる介護技能の目標、
取得希望資格やキャリア意向を相互に確認し
キャリアビジョンシートに記載。

○概ね年に一度作成し、年度末に評価を実施。
○介護福祉士取得や日本での就労継続、母国
への送金、リーダーになりたい等、本人の
意向等を目標や育成内容に反映する。

介護技能のOJT等支援

○ 技能実習計画と照らし合わせながら、

必須業務の修得状況等を確認。

○ 個々に異なる苦手な介護技術を指導員が

重点的に指導。

○ 個々のステップやキャリア意向により、

カンファレンスへの参加、在宅サービス

利用者の担当者会議で地域連携の実際や

介護家族との関わりを持たせる等、

多様な経験機会を提供。

資格取得・試験対策支援

（ 参 考 ） キ ャ リ ア ア ッ プ 計 画 に 基 づ い た 外 国 人 介 護 人 材 の 育 成 事 例
～ 社 会 福 祉 法 人  杏 樹 会 ： 本 人 の 意 向 を 日 々 の 育 成 に 反 映 し 、 将 来 を 描 け る キ ャ リ ア ア ッ プ 支 援 を 実 施 ～

定期面談

毎月各目標の進捗や意向、仕事や生活上の困り事
について技能実習指導員や上長等と面談。育成支
援の軌道修正などを細やかに行う。

○面談内容を日々の育成や事業所側の支援に反映。
○翌年に向けた在留資格の変更など、本人の意向を
丁寧に確認し、事前に必要な手続き等を支援する
ことで本人の安心や働きやすさにつなげている。

日本語学習支援

○ 入国前からグループチャットに招待。

職員と日本語でチャット交流。入国後も

継続し、チームビルディングと日本語学

習を同時に実施。

○ 月に一回日本語会話による生活相談を

実施。日常会話の練習と位置付けている。

○ 個々の意向に応じて、初任者研修や実務者

研修、介護福祉士取得に係る費用を補助。

○ 技能実習評価試験に向け、指導員が2ヶ月

前から実技試験の指導を実施。学科は模擬

テストをするなど、試験対策支援を実施。

〇 外国人介護人材個々の意向に沿ったキャリアアップ計画を作成し、その目標に沿って育成を実施。
〇 定期的な面談で介護技能修得や日本語学習、資格取得支援等、個々のステップに応じた育成に取り組む。
○ 日本人と同じく、外国人介護人材が個々のステップや意向に応じて多様な経験を重ね、将来のキャリア

イメージを描きながら成長できる仕組みを整備。
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○ N2レベルを3年間で取得することを
目指し、日本語教師の資格を取得した
法人職員（介護福祉士）が日本語学習
の指導にあたる。

○ 入職から８ヶ月間、勤務時間内で日
本語の勉強会を実施。

○ 日本語に自信のない職員には個別に
サポートを実施。

○ 1年目は独り立ちのため、4年目は
介護福祉士国家試験合格のためにマン
ツーマンでの指導体制を確保。

（ 参 考 ） キ ャ リ ア ア ッ プ 計 画 に 基 づ い た 外 国 人 介 護 人 材 の 育 成 事 例
～ 社 会 福 祉 法 人 西 春 日 井 福 祉 会

長 期 的 な キ ャ リ ア ア ッ プ 計 画 を 策 定 し 、 個 々 の 希 望 に 応 じ た 将 来 を 見 据 え て 切 れ 目 な い 支 援 を 実 施 ～

○ 施設長や生活指導員等との面談を定
期的に行うことにより、キャリアパス
の確認や振り返り、相談などを行って
いる。技能実習生1人1人の目標管理に
加え、キャリアアップのための計画を
作成している。

〇 技能実習生をあらゆる介護業務に対応できる人材へ育成することを目的に、法人独自の「西春日井福祉会「山脈型」キャリアモ
デル」を構築し、外国人介護人材個々人の希望に応じたキャリアアップができるようなカリキュラムを作成。

○ 介護福祉士を取得した後でも安定した収入が確保できるよう、入国から８年間でリーダークラスを目指すキャリアアップスケ
ジュールを計画し、定期的な振り返りを実施。

○ 法人内では、日本語教師の資格を取得した法人職員（介護福祉士）が日本語学習の指導にあたり、実務者研修を勤務時間内に無
償で受講させる等の手厚い支援を実施。

１年目

（キャリアアップスケジュール）
「技能」「日本語」「介護福祉士」の目標を各年度で設定。入国から８年間でリーダークラスを目指す。

入
職

２～３年目

４年目

５～６年目

７～８年目 介護福祉士講師

認知症ケア・介護技術

等に特化した

プロフェッショナル

介護長・主任級

・Ｎ３取得を目指した勉
強と、基本的な技術の
習得。

・独り立ちまでチュー
ターがマンツーマン
で指導し、法人独自の
チェックシートにより
習熟度を把握。1年が
経過した段階で技能実
習指導員等が評価。

・Ｎ２取得を目指した勉強
と、介護福祉士国家試験
合格に向けての学習。

（２年目は希望に応じて）
・実務者研修の理解を深め
るための「ウォーミング
アップ研修」を実施。

・Ｎ２取得を目指した勉強
と、実務者研修の受講。

・有資格者が試験当日まで
マンツーマンで指導。

・専門学校の先生による介
護福祉士国家試験対策講
座の受講。 ・Ｎ１取得を目指した勉強。

・日本人職員が２,３年目に
受講する研修や講習を受 

講し、人材を育成する
「チューター」として必要
な専門的知識を学ぶ。

・日本語教師のアシスタン
トを行う。

介護福祉士
（在留資格「介護」）

・Ｎ１取得を目指した勉強。
・引き続き専門的知識を学習
しながら、リーダー、副主
任・・とキャリアアップを
目指す。（個人の希望に応
じて、複数のキャリアパス
を想定。）

日本語講師

日本語学習・介護技術支援 各種研修支援 定期面談

○ 実務者研修や介護福祉士国家試験対策
講座を法人内で実施し、費用は法人が全
額負担。

○ 職員の要望を受け、実務者研修での理
解を深めるため、受講前に「ウォーミン
グアップ研修」を年３回実施。

○ 全施設の実習生向けに「フォローアッ
プ研修」を月１回行い、日本語や技術の
向上を図る。

○ 人材育成担当のチューターとなる前に
は、育成者の立場に必要な、専門的知識
の習得を図る研修を年２回開催。
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地 域 医 療 介 護 総 合 確 保 基 金 を 活 用 し た 自 治 体 の 取 組 （ １ ）
（ 滋 賀 県 ～ 事 業 者 団 体 と 県 の 共 同 に よ る 外 国 人 介 護 人 材 の マ ッ チ ン グ か ら 定 着 等 の 一 貫 支 援 の 実 施 ～ ）

○ 滋賀県では、外国人介護人材の確保～定着支援を行うため、関係機関と連携して「滋賀県国際介護・福祉人材センター」を

設置し、基金を活用してマッチング支援や人材育成・定着支援等に取り組んでいる。

○ 高齢化と同時に生産年齢人口が減少していくことを踏まえ、人材確保対策の一つとして外国人介護人材の受入施策を検討するため、
関係団体等からなる「滋賀県介護職員人材育成・確保対策連絡協議会」の部会として、令和元年度に「外国人介護人材参入促進検討部
会」を設置。

○ 「どこの監理団体が良いのか分からない」「費用面が課題」等の事業者の声を受け、様々な検討の結果、県内事業者団体・職能団体
等の合意のもと、事業者団体と県の共同事業として、令和２年４月に「滋賀県国際介護・福祉人材センター」を創設。

○ 事業者団体が技能実習制度の監理団体を創設し、特定技能・留学を通じたマッチング支援については、県事業として同団体に委託す
ることで、３つの在留資格を通じた外国人介護人材の受入れを総合的に支援するもの。

○ 令和４年度からは、介護技術・日本語能力の向上に係る研修や外国人介護職員同士の交流事業など、センターに育成・定着支援機能
を付加することで、外国人介護人材の円滑かつ適正な受入れから育成・定着までの一貫した支援体制の構築を目指す。

事業概要

○ 令和６年６月時点で、センターを通じて87名
（技能実習生含む）の外国人介護人材が県内事業
所で就労中。

○ 令和５年度の研修事業実績については、
・受入対応研修 参加者 30名
・指導担当者研修参加者 15名
・外国人介護職員フォローアップ研修
『ベーシック研修』参加者

1日目43名、2日目42名
『アドバンス研修』参加者

1日目43名、2日目42名 等

事業内容 実績・効果

滋賀県国際介護・福祉人材センター
（運営：滋賀県介護老人保健施設協会）

技能実習監理団体

特定技能外国人マッチング支援

留学生マッチング支援

外国人介護職員育成・定着支援事業（R４～）

介護事業所等

養成施設

技能実習生

特定技能外国人

留学生

県内の外国人介護職員向けの
フォローアップ研修や

ネットワーク形成事業等を実施。
WEBサイト等で周知。

滋賀県国際介護・福祉人材センターホームページ
（https://shiga-kokusaijinzai.jp/）
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○ 現地日本語学校や送り出し機関等を対象に、滋賀県内の介護事業所で働くイメージを持っていただきやすくするため、PR動画
を作成し、YouTubeで公開するとともに、海外現地における説明会等で放映。

○ 国際介護・福祉人材センターが行う研修や交流会の様子を映像にすることで、滋賀県での受入支援体制をイメージしていただき、
入国後も安心して日本で就労いただけるよう作成している。

○ PR動画の主なコンテンツは、以下のとおり。
Å介護職の代表的なキャリアパス等の紹介
Å滋賀県内の介護事業所で働く外国人介護職員へのインタビュー
Å知事からの歓迎メッセージ 等

地 域 医 療 介 護 総 合 確 保 基 金 を 活 用 し た 自 治 体 の 取 組 （ １ ）
（ 滋 賀 県 国 際 介 護 ・ 福 祉 人 材 セ ン タ ー に お け る 「 海 外 現 地 へ の 働 き か け 」 に つ い て ）

○ 現地日本語学校の学生等を対象に、以下の内容を扱う説明会を実施。

Å特定技能制度等を含む受入れ制度の概要説明

Å滋賀県国際介護・福祉人材センターにおける支援体制の説明

Å（日本語学校等の希望に応じて）介護にかかる講義

○ なお、現地の日本語学校や送り出し機関の掘り起こしとしては、

Å他業種で外国人材を採用されている法人から送り出し機関を紹介いただく

Å送り出し機関の情報をもとに、海外現地へ直接出向いて視察を行う 等

様々であり、実際に受入れを始めた後も、定期的に海外現地へ出張することで、関係性を構築している。

【主な対象国】βオンライン対応含む

Å令和４年度：タイ、フィリピン、ネパール等

Å令和５年度：タイ、フィリピン、ネパール、ミャンマー等

（１）海外現地日本語学校等における説明会および介護にかかる講義の実施

（２）滋賀県国際介護・福祉人材センターが独自に作成したPR動画の放映

○ 外国人介護人材の確保の観点から、海外現地への働きかけを令和４年度から実施している。

○ 滋賀県の介護事業所で働く魅力を海外現地に効果的に伝え、マッチング支援を充実させることを目的に実施。また、情報を

正確に伝えることで、入職後のミスマッチを防ぐことも重視している。

滋賀県国際介護・福祉人材センターYouTubeチャンネル（https://www.youtube.com/@shiga -kokusaijinzai/videos）
38

https://www.youtube.com/@shiga-kokusaijinzai/videos


地 域 医 療 介 護 総 合 確 保 基 金 を 活 用 し た 自 治 体 の 取 組 （ ２ ）
（ 兵 庫 県 ～ 社 会 福 祉 協 議 会 と 県 ・ 市 の 共 同 に よ る 外 国 人 介 護 人 材 の 受 入 促 進 ・ 定 着 支 援 の 実 施 ～ ）

○ 兵庫県では、外国人介護人材の確保～定着支援を行うため、関係機関と連携して「ひょうご外国人介護実習支援センター」

を設置し、基金を活用して人材確保や定着支援等に取り組んでいる。

○ 平成31年2月、兵庫県内の福祉施設で介護職種の技能実習生の円滑な受入れが行われるよう、兵庫県・神戸市の支援により、兵庫県社会福祉協議
会に技能実習生の受入れ業務を行う監理団体「ひょうご外国人介護実習支援センター」を設置。
β 介護職種の技能実習開始時、県内の事業者から「民間の監理団体は様々あり、支援の質に差がある。どの監理団体に依頼すべきか分からない」という不安な声があり、行政と
して適切に事業者をサポートしていきたいという考えから、県の施策の中に監理団体の設立を位置付け、社会福祉法に位置づけられた公共性・公益性の高い法人であることや福
祉団体とのつながり、施設従事者に対する研修、人材確保等にも取り組んでいること等を踏まえ、社会福祉協議会に監理団体の設立を依頼。

○ 技能実習後、特定技能への円滑な移行を図るため、令和３年度に登録支援機関として認可を受け、センターが受け入れた技能実習生修了者のほ
か、
県内福祉施設等への就労を希望する特定技能外国人の支援を実施。

○ 監理団体及び登録支援機関の通常業務のほか、
・ 送り出し国の現状把握、送り出し機関との調整、現地教育施設の現地調査を実施する「国際調整専門員」の設置、
・ 受入施設及び技能実習生に対する相談支援や研修を行う「専門相談員」の設置
を行うなど、外国人介護人材の受入促進、定着支援を実施。

○ ベトナム・ミャンマー・インドネシア・ネパールの送り出し機関とセンターが協定を結ぶなど、受入れ対象国の拡大を進めている。

事業概要

（令和５年度実績）
○ 送り出し国の現状把握、現地教育施設の現地調査

・３ヵ国（ベトナム、ミャンマー、インドネシア）・７機関
○ 受入施設職員・外国人介護人材に対するセミナーの開催

・受入施設職員向けセミナー 計３回開催、計134名参加
・日本文化理解講習会・情報交流会 計２回開催、計41名参加

○ 日本語能力向上に向けた研修・セミナーの開催
・日本語能力評価研修 計４回開催、計60名参加
・介護の日本語研修 計40名参加

○ 外国人介護人材受入促進セミナー（β）の開催
計４回、計115名参加
β既に外国人介護人材を受け入れている施設関係者の取組み事例や外国

人介護人材の受け入れに係る制度・手続についての説明のほか、兵庫県
社会福祉協議会の監理団体としての取り組みを紹介し、外国人介護人材
のより一層の受け入れを促進するために実施

事業内容 実績・効果

ひょうご外国人介護実習支援センター
（運営：兵庫県社会福祉協議会）

技能実習監理団体

・送り出し国の現状把握
・現地教育施設の現地調査
※ 国際調整専門員の設置

・受入施設職員・外国人介護人材に対す
る相談支援、セミナーの開催

・外国人介護人材に対する日本語及び介
護の日本語研修の開催
※ 専門相談員の設置

登録支援機関

送り出し国

技能実習生

特定技能外国人

介護事業所等

ひょうご外国人介護実習支援センターホームページ
（https://hyogo-ktsc.org/）

兵庫県

神戸市

運営費などの補助
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（参考資料）

外国人介護人材の訪問介護への従事について



在 留 資 格 別 の 外 国 人 介 護 人 材 の 訪 問 系 サ ー ビ ス の 取 扱 い に つ い て

○ 外国人介護人材の訪問系サービスの従事については、介護福祉士の資格を有する在留資格「介護」及びEPA介護福
祉士は認められているが、EPA介護福祉士候補者・技能実習・特定技能は、介護職が１対１で介護サービスを提供する
という業務内容の特性を踏まえ、認めていない。

在留資格「介護」 EPA介護福祉士
EPA介護福祉士候補

者
技能実習 特定技能

訪
問
系
サ
ー
ビ
ス
の
取
扱
い

（※） × × ×

認めている。

認めている。
ただし受入機関等に対して、
一定の留意（β）を求めてい
る。

β 通知により、受入機関に対して、
EPA介護福祉士に対する研修やサービ
ス提供責任者等による同行等による
OJT等の留意を求めている。

利用者の居宅において、介護職が１対１で介護サービスを提供すると
いう業務内容の特性を踏まえ、認めていない。

根
拠
法
令

〇法務省令

「出入国管理及び難民認
定法第七条第一項第二号
の基準を定める省令」
（平成二年法務省令第十
六号）

○厚生労働省告示

「経済上の連携に関する日本国と
インドネシア共和国との間の協定
に基づく看護及び介護分野におけ
るインドネシア人看護師等の受入
れの実施に関する指針（平成20年
厚生労働省告示第312号）第三の
二の２
β フィリピン・ベトナムも同様の
記載

○厚生労働省告示

「経済上の連携に関する
日本国とインドネシア共
和国との間の協定に基づ
く看護及び介護分野にお
けるインドネシア人看護
師等の受入れの実施に関
する指針（平成20年厚生
労働省告示第312号）第
二の二の３
※ フィリピン・ベトナム
も同様の記載

○厚生労働省告示

「技能実習を行わせる体
制の基準」（平成29年９
月29日厚生労働省告示第
320号）第二条の三のイ

○厚生労働省告示

「介護分野における特定
技能雇用契約の相手方と
なる本邦の公私の機関の
基準」（平成31年３月15
日厚生労働省告示第66
号）第二条の一

─ ─
╡ ⌐ ∆╢

(R6.1.22)
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外 国 人 介 護 人 材 の 訪 問 系 サ ー ビ ス へ の 従 事 に つ い て

¸ 訪問介護員等の人材不足の状況などを踏まえ、「外国人介護人材の業務の在り方に関する検討会」
を立ち上げ、関係団体等に参画いただき議論を行ったところ、昨年６月に公表した同検討会の中間
まとめでは、一定の条件の下で訪問系サービスへの従事を認めるべきとの結論がなされた。

¸ 本年２月１７日には「特定技能制度及び育成就労制度の基本方針及び分野別運用方針に関する有識
者会議」等（※）でも、一定の条件の下で訪問系サービスへの従事を認めるべきとされた。
※「技能実習評価試験の整備に関する専門家会議」、「特定技能制度及び育成就労制度の基本方針及び分野別運用方針に関する有識者会議」

¸ 介護職員初任者研修課程等を修了し、介護事業所等での実務経験等（※）を有する技能実習生及び特
定技能外国人について、訪問介護等訪問系サービスの業務に従事を認める。その場合、受入事業所
は、利用者・家族へ事前に説明を行うとともに、以下の事項を遵守することとする。
※ 介護事業所等での実務経験が１年以上あることを原則とする

① 外国人介護人材に対し、訪問介護等の業務の基本事項等に関する研修を行うこと
② 外国人介護人材が訪問介護等の業務に従事する際、一定期間、責任者等が同行する等により必要な訓

練を行うこと
③ 外国人介護人材に対し、訪問介護等における業務の内容等について丁寧に説明を行いその意向等を確

認しつつ、キャリアアップ計画を作成すること
④ ハラスメント防止のために相談窓口の設置等の必要な措置を講ずること
⑤ 外国人介護人材が訪問介護等の業務に従事する現場において不測の事態が発生した場合等に適切な対

応を行うことができるよう、情報通信技術の活用を含めた必要な環境整備を行うこと

¸ 令和７年４月の施行を予定。※ 施行日について、技能実習は令和７年４月１日、特定技能は令和７年４月中（予定）

検討経過

改正の概要等
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○ 受入事業所は、介護職員初任者研修課程等を修了した外国人介護人材を訪問介護等の業務に従事させることとし、その場合に
あっては、以下の①～⑤の事項を遵守することとする。

OJT

②一定期間の同行訪問等必
要なOJTの実施

③外国人介護人材へ
の丁寧な説明・意向
確認、キャリアアッ
プ計画の策定

④ハラスメント対策
の実施

①研修の実施

⑤現場で不測の事態が発
生した場合等に対応する
ためのＩＣＴの活用を含
めた環境整備
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○ 外国人介護人材が訪問系サービスに従事する場合には、受入事業所は、以下の①②についても対応を求めることとする。

②利用者・家族への説明

①外国人介護人材の実
務経験等

ằβϥЂ˔РІχלχ χḢ Τϣʺᵰ⁯ ᵒῐ ∙Υ ὉЂ˔РІτ Ⱨβϥτ θμοψʺᵒῐⱧỘ
πχם ὊᾓΥ͍ ӟ Κϥᵰ⁯ ᵒῐ ∙πΚϥάρϬᾖ ρβϥʻ

  ⱧỘ χ πʺ ᵰ τʺם ὊᾓΥ͍ τ θσΜᵰ⁯ ᵒῐ ∙Ϭ ὉЂ˔РІτ Ⱨήδϥ∑τψʺ
̓ ͎ͣ σς∕ Ɫᶊ ẐϛϣϦοΜϥ ῎ ϢϤϜ‰ΜйЦиπχ Ϭ βϥ ›τᾢ βϥʺΤν ʺ
̓ “ τνΜοψʺ ʺέρτ“Ξάρρΰיּ ͍ᵕχЂ˔РІ ằχ ›ˢ̞ˣτψʺ
ʾ  “ Ϭ “Ξ
ʾ    θιΰʺ ʾᴪיּ χ ӪΥ ϣϦϥ ›τψʺ “ Ϭ͏уὮ“μθ πʺЂ˔РІ ằⱲτᾋ︢ϤϸЮ
жϬᶨ βϥσςICTϬ Μο τⱧỘ ρϞϤρϤΥπΦϥϢΞτβϥάρπ ᴂβϥάρϜᴦ ρβϥ

ρΜμθ Ϭ ⱧỘ τẐϛϥʻ

̞ “ τνΜοʺ τיּ ΰοʺ ͎ᵕχЂ˔РІ ằχ ›ψ͏ΤὮʺ ͏ᵕӟ χ ›ψʺ͎ΤὮ“Ξάρρβϥʻ ʾיּ
ᴪ ρχ Ϟ יּ τᴂαθЂ˔РІ ằϬ“Ξθϛτʺ͎уὮӟ χ “ ϬẐϛʺζϦӟ χ “ ṍḧχ ψ
ϛσΜʻ
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○ 外国人介護人材が訪問系サービスに従事する場合には、受入事業所は、以下の①②の点についても配慮を求めることとする。

①訪問先の選定への配慮等
の実施

②外国人介護人材の状
況に応じたＯＪＴ等へ
の配慮の実施
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<適切な履行確保等に向けた取組>
・巡回訪問等実施機関等は、遵守事項等に関する事前の確認、巡回訪問等による遵守事項の遵守状況等の確認

・仮に、巡回訪問等を通じて適切な履行が確認できない場合は、指導等を行うとともに、指導等を通じても改善が見込まれない場合に
は、外国人介護人材の受入れを認めない等の措置や事業所名の公表の措置を講ずる。

<国が実施する取組>
・上記巡回訪問に係る体制強化等を通じた適切な指導体制の確保
・外国人介護人材に関する第三者による母国語による相談窓口の強化。加えて、相談窓口の周知の強化、相談内容やその対応結果等を
分析し、相談窓口の質の向上を行う。

・外国人介護人材の継続的な日本語学習支援や資格取得の支援など受入事業者によるキャリアアップ等の取組の支援（地域医療確保総
合確保基金の活用の推進等）

・外国人介護人材が従事しやすい環境整備
・訪問介護等訪問系サービスへの従事を進めるに当たっては、外国人介護人材の業務の実施状況、小規模事業所を含む受入事業者の状
況や、サービス提供責任者等の対応状況等を適切に把握、課題の分析や好事例の周知等を行う

β
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（参考資料）

育成就労制度について



令和６年６月２１日、「出入国管理及び難民認定法及び外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に関する法律の一部を改正する

法律」が公布されました。

それにより、技能移転による国際貢献を目的とする技能実習制度を抜本的に見直し、我が国の人手不足分野における人材の育成・確保を目的

とする育成就労制度が創設されます（育成就労制度は令和６年６月２１日から起算して３年以内の政令で定める日に施行されます。）。

｢育成就労産業分野（育成就労制度の受入れ分野）」（※）において、我が国での３年間の就労を通じて特定技能１号

水準の技能を有する人材を育成するとともに、当該分野における人材を確保すること。

（※）特定産業分野（特定技能制度の受入れ分野）のうち就労を通じて技能を修得させることが相当なもの

育成就労制度の

目的

育成就労制度の基本方針及び育成就労産業分野ごとの分野別運用方針を策定する（策定に当たっては、有識者や労使団

体の会議体から意見を聴取）。

分野別運用方針において、生産性向上及び国内人材確保を行ってもなお不足する人数に基づき分野ごとの受入れ見込数

を設定し、これを受入れの上限数として運用する。

基本方針・

分野別運用方針

（育成就労外国人と育成就労実施者の間の雇用関係の成立のあっせんや）育成就労が適正に実施されているかどうか監理

を行うなどの役割を担う監理支援機関を許可制とする（許可基準は厳格化。技能実習制度の監理団体も監理支援機関の許

可を受けなければ監理支援事業を行うことはできない。）。

監理支援機関の
許可制度

育成就労外国人ごとに作成する「育成就労計画」を認定制とする（育成就労計画には育成就労の期間（３年以内）、育成

就労の目標（業務、技能、日本語能力等）、内容等が記載され、外国人育成就労機構による認定を受ける）。

育成就労計画の
認定制度

・送出国と二国間取決め（ＭＯＣ）の作成や送出機関に支払う手数料が不当に高額にならない仕組みの導入など、送出し

の適正性を確保する。

・育成就労外国人の本人意向による転籍を一定要件の下で認めることなどにより、労働者としての権利保護を適切に図る。

・地域協議会を組織することなどにより、地域の受入環境整備を促進する。

適正な送出しや
受入環境整備の

取組
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（注１）特定技能１号の試験不合格となった者には再受験のための最長１年の在留継続を認める。

（注２）育成就労制度の受入れ対象分野は特定技能制度と原則一致させるが、特定技能の受入れ対象分野でありつつも、国内での
育成になじまない分野については、育成就労の対象外。

高技能レベル

（就労開始までに）
○ 日本語能力A１

相当以上の試験
（日本語能力試験
（ＪＬＰＴ）のＮ
５等）合格

or
○ それに相当する

日本語講習の受講

受入れの範囲：育成就労産業分野
（注２）

○ 技能検定基礎級等
＋

○ 日本語試験（A１相当以上の水
準から特定技能１号移行時に必要
となる日本語能力の水準までの範
囲内で各分野ごとに設定）

⇒これらの試験への合格が
本人意向の転籍の条件

○ 技能検定試験３級や特定技能１号評価試験
＋

○ 日本語能力Ａ２相当以上の試験(ＪＬＰＴ
のＮ４等)

※ 育成就労を経ずに外国で試験を受験して
特定技能１号で入国することも可。

○ 特定技能２号評価試験
＋

○ 日本語能力Ｂ１相当
以上の試験（ＪＬＰＴの
Ｎ３等）

育成就労
（３年間）

特定技能１号
（５年間）

特定技能２号
（制限なし）

（注１）
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主務省庁

送出機関

育成就労外国人

地方出入国在留管理局

外国人育成就労機構

監理支援機関

育成就労実施者（受入れ機関）

ɵ Ǧǲ˘ᶮ ֝ Ȉ( )̸

ɵ ǲȖǦǪǭ ș ǏȒ˲ ǯǞǭ
ɵ ˲ ʥ ѝ ǲǑǘȒ˲
֗Ǻ˲ ͪș

送出国政府

ɵ ὑƲὕ᷂ Ʋ ᾚɵҞ

ハローワーク

ᾦҥ ǵ ὑȋ ǲḨǬǖ
ᾦҥǓὕ ǜȓǭǋȒǒǵὕ᷂ Ǳǰ
ș Ǎ

ɵ

ȋ ǯ
Ǟǭ ș

ᾦҥẆᶮ˲ǯ ᾦҥὕ ǵ ǵ
͜ǵ ǵǉǪǢȚȋ Ǳ

ᾦҥǓὕ ǜȓǭǋȒǒǰǍǒǵ Ǳ
ǰș Ǎ
Ӵ Ḍ ᾦҥǲǑǋǭǶ ʦǱǞ

ԍѸǯǞǭ ș̸ ǞǦᶮ
ǒȐǵȆ֞Њȓș Ǎ

ᾦҥș ǋǦǋẆᶮ˲ǵ
ҹ ȋ˗Ѽ ʹǱǰș Ǎ

ᾦҥș ǋǦ
ǋẆᶮ˲ǒȐǵ
ǵ Ȇǵ֝
Ǖș Ǎ
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ṕ Ṗ

２０２４年
（令和６年）

２０２５年
（令和７年）

２０２６年
（令和８年）

２０２７年
（令和９年）

基本方針、主務省令等
の作成

事前申請
（監理支援機関の許可等）

分野別運用方針
の作成（育成就
労産業分野の設
定等（※））

改
正
法
施
行

送出国とMOCの交渉・作成・署名

※ 育成就労産業分野・特定産業分野の設定は、必要に応じて、改正法施行までの間にも行う。
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（参考資料）

介護福祉士試験のパート合格について
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介護福祉士国家試験受験者数の推移（全体）

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

160,000 受験者数

合格者数

合格率

11,973 9,868 9,516 9,987 11,628 13,402 14,982 18,544 23,977 31,567 41,325 55,853 58,517 59,943 67,363 81,008 90,602 130,034

2,782 3,664 4,498 5,379 6,402 7,041 7,845 9,450 12,163 15,819 20,758 26,973 26,862 24,845 32,319 39,938 38,576 60,910

23.2 37.1 47.3 53.9 55.1 52.5 52.4 51.0 50.7 50.1 50.2 48.3 45.9 41.4 48.0 49.3 42.6 46.8

145,946 142,765 130,830 153,811 154,223 137,961 136,375 154,390 153,808 152,573 76,323 92,654 94,610 84,032 84,483 83,082 79,151 74,595

73,606 73,302 67,993 77,251 74,432 88,190 87,797 99,689 93,760 88,300 55,031 65,574 69,736 58,745 59,975 60,099 66,711 61,747

50.4 51.3 52.0 50.2 48.3 63.9 64.4 64.6 61.0 57.9 72.1 70.8 73.7 69.9 71.0 72.3 84.3 82.8

（人） （％）
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第36回における在留資格「特定技能１号」受験者数：1,950人 合格者数：751人 合格率：38.5％

第36回における在留資格「技能実習」受験者数：596人 合格者数：280人 合格率：47.0％



「 介 護 福 祉 士 国 家 試 験 パ ー ト 合 格 導 入 に 関 す る 検 討 会 」 に つ い て

ᵒῐ ♅●⁯ᴪ♯ᾓτνΜοψʺם Ὂᾓ͏ ϬὊθם Ὂᾓи˔Еπχ ᾓּיΥ͔ᶤӟ Ϭ ϛʺᵒῐᾝ

π ΦσΥϣⱢᶊ︡ Ϭ ◙β ệτΚϥΥʺ ρ⁯ᴪ♯ᾓ ᾓτΰΪθᶘ χ Υᴿ ρχ ΥΚϥʻ 

ᵰ⁯ ᵒῐ ∙τνΜοϜʺ∕ Ɫᶊˮᵒῐ˯χ ὯπΚϥᵒῐ ♅●Ɫᶊχ︡ τΰΪʺ⁯ᴪ♯ᾓϬ ᾓβϥּי

ϜΜϥΥʺ⁯ᴪ♯ᾓχθϛχ σᶘ τᴥΠʺ ῎ᶘ Ϝ Ⱳτ πΚϤʺ ρᶘ χ ψᴿ ρ―Π

ϣϦϥʻ

╛ᴟʾ ᴟβϥᵒῐИ˔Їϒχ ᴂσςʺ‰Μ Ϭ βϥᵒῐ ∙χᶎ Ӿ Υṹừχᴿ ρσϥ πʺ

ᵒῐ ♅●Ϭ ◙β ψ τ πΚϥάρτḦϙʺᵒῐ ♅●Ɫᶊ︡ Ϭ ◙β ᾓּיΥԁ ᾓΰϞβΨσϥ

▫ ϙϬᾁ βϥ ΥΚϥʻ 

ᾁ ᵓπψʺ2023ˢ ͑ˣ τᵫ℗ΰθˮᵒῐ ♅●⁯ᴪ♯ᾓχᾁ τⱢβϥД˔Ќ τḩβϥᾁ ᵓ˯

τΣΪϥᾁ Ὣᴮ Ϭ ϘΠʺᵒῐ ♅●⁯ᴪ♯ᾓτΣΪϥО˔Е›ᶊχ τνΜοᾁ ΰθʻ

☿ʾ

◎ 臼井 正樹 （神奈川県立保健福祉大学保健福祉学部名誉教授）

小山 晶子 （医療介護福祉政策研究フォーラムシニアアドバイザー） 

（中部学院大学人間福祉学部講師）

川井 太加子（桃山学院大学社会学部教授）

鈴木 俊文 （静岡県立大学短期大学部教授）

武田 卓也 （大阪人間科学大学人間科学部教授）

鶴岡 浩樹 （日本社会事業大学専門職大学院教授）

  

ᾁ ᵓ  Ԍ

第１回（令和６年５月17 日開催）

第２回（令和６年７月12 日開催）

○１部では下記に示す関係団体の意見聴取を行った。

・日本介護福祉士養成施設協会

・全国福祉高等学校長会

・日本介護福祉士会

・全国老人施設協議会

・全国老人保健施設協会

第３回（令和６年９月11 日開催）

ᵫ℗ם

（敬称略、五十音順）

（◎：委員長）
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̓ ᵒῐ ♅●⁯ᴪ♯ᾓΥᵒῐ ♅●ρΰοχ σ ꜡ẉόṪ Ϭ βϥϜχπΚϥάρϬ ϘΠʺζχל

Ϭ ᴞήδϥάρσΨʺϢϤ ᾓΰϞβΜ▫ ϙρΰοʺ χᴬ Ϭ͍νχО˔Еρΰο› βϥО˔

Е›ᶊχ Ϭ ʻˢ ͔ ͍Ὦם☼ χ 38ᵕ⁯ᴪ♯ᾓΤϣ Ϭ ˣ

̓ ♯ᾓְ֫ χ Ϭ― ΰννʺ ᾓ χᶘ χ︡Ϥ ϙӬήϬᶎ βϥḢ Τϣʺ͏νχО˔Еτ ᶤʻ

τ ›ᶊО˔ЕΥΚμθּיψʺⱳ ӟ‭ψ ›ᶊО˔Еχᶘ τ πΦʺԁ ϋρϤχ ệτᴂα

θᶘ ϬῇᴃΰβϥάρΥᴦ ρσϥʻ

基本的な考え方

ᾝ “ ᾋ ΰῇ

Aパート

Bパート

Cパート

100点合格基準点0点
100点0点

・全科目の総得点が合格基準点（６割が目安）

を超えれば合格

・分割したパートごとに合格基準点を超えれば合格

・翌年・翌々年までは、合格したパートの受験は免除

不合格

合格

合格

不合格

ˢⱳ Ϝ ᴬ
ᾓΥ ˣ

ˢ ʾ ˑ ψ ˣ

合格基準点

パ ー ト 合 格 の 導 入 に つ い て （ イ メ ー ジ ）

ˢ ʾ ˑ ψ ˣ

見直しのイメージ
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（前提）初回受験時は全パートを受験。

過去の受験時の得点は受験年の判定時に用いない。

０点の科目群があるパートについては不合格となる。

判定対象 ①全パートの総得点 ②パート別の得点

イメージ

合格基準 ・問題の総得点の60％程度を基準とし
て、問題の難易度で補正した点数
・11科目群全てにおいて得点

・全体の合格基準を全パートを受験した者の平均得点
の比率で按分した点数
・各パートを構成する科目群の全てにおいて得点

合否判定 ○全パートを受験した場合
・まず全パートの総得点により判定
・総得点で不合格となった場合、次に、各パート毎のそれぞれの得点により判定

○１つ又は２つのパートのみを受験した場合
・各パート毎のそれぞれの得点により判定

特徴 ・全パート受験や各パートでの受験など受験方法を選択できるため、受験生が受験スタイルに
合わせて計画的に学習する後押しとなる。
・①②を導入しても、①はこれまでの合否判定と同じであること、②はパートごとに設定した
合格基準を用いて独立した合否判定をするため、結果として試験の質は担保される。
・昨年度の提言にもあるとおり、複雑すぎない仕組みである。

合 否 判 定 パ タ ー ン の 整 理

Ａ・Ｂ・Ｃ
パート

Ａパート

Ｂパート

Ｃパート
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有効期限３年の起点について

ủ Ɽכ♩ ⌐Ɽכ♩ ⇔√ ⅛╠ ה ₁ ╕≢ ≤∆╢

ｎ年目 ｎ+１年 ｎ+２年 ｎ+３年

Ａパート

パート試験結果 合格 合格 ー ー

パート有効期限
ｎ＋2年目まで

有効
ｎ＋３年目まで

有効

Bパート

パート試験結果 不合格 合格 ー ー

パート有効期限 ー
ｎ＋３年目まで

有効

Ｃパート

パート試験結果 不合格 不合格 不合格 合格

パート有効期限 ー ー ー

資格取得 ー ー ー 資格取得

合格

有効

有効
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